店舗譲渡契約書
（造作・設備譲渡用テンプレート）
	【本テンプレートの対象】
本テンプレートは、店舗の内装、造作、設備、什器および備品を譲渡する取引を想定しています。屋号、商標、顧客情報、従業員との労働契約、取引先との契約、債権・債務、行政上の許認可その他の事業そのものの譲渡には対応していません。実際の契約内容に応じて条項を調整し、必要に応じて弁護士等の専門家へご相談ください。


譲渡人 [譲渡人の氏名または法人名]（以下「甲」という）と、譲受人 [譲受人の氏名または法人名]（以下「乙」という）は、店舗の造作および設備等の譲渡に関して、以下のとおり契約（以下「本契約」という）を締結する。
第1条（目的および譲渡範囲）
1. 甲は乙に対し、[店舗所在地・建物名等] に所在する店舗（以下「本件店舗」という）内にある別紙「造作・設備等目録」に記載の造作、内装、厨房機器、什器および備品（以下「本件造作」という）を譲渡し、乙はこれを譲り受ける。
2. 本契約による譲渡には、屋号、商標、顧客情報、従業員との労働契約、取引先との契約、債権・債務、営業上のノウハウ、行政上の許認可その他の事業上の権利または地位を含まない。
第2条（譲渡対象物および処分権限）
1. 本件造作の品名、メーカー、型番、数量、設置場所、動作状況、既知の故障・不具合、所有区分その他の詳細は、別紙「造作・設備等目録」の記載による。
2. 甲は、本件造作について適法な処分権限を有し、別紙に明記したものを除き、第三者の所有権、担保権その他の権利が付着していないことを表明し、保証する。
3. 別紙「造作・設備等目録」に記載のない物品は、本件造作に含まれない。
第3条（譲渡代金および支払方法）
1. 本件造作の譲渡代金は、金 [〇〇] 円とし、当該金額は消費税等を [含む・含まない] ものとする。消費税等を含まない場合、乙は甲に対し、別途消費税等 [〇〇] 円を支払う。
2. 乙は甲に対し、前項の譲渡代金を令和 [〇] 年 [〇] 月 [〇] 日までに、甲が指定する以下の銀行口座へ振り込んで支払う。振込手数料は乙の負担とする。
	銀行名
	[〇〇銀行　〇〇支店]

	口座種別
	[普通・当座]

	口座番号
	[〇〇〇〇〇〇〇]

	口座名義
	[〇〇〇〇]


第4条（引渡し、保存義務および所有権の移転）
1. 甲は乙に対し、本件造作を令和 [〇] 年 [〇] 月 [〇] 日、本件店舗において引き渡す。別紙または書面で別途合意した修理、清掃もしくは撤去作業を除き、本件造作は現状有姿のまま引き渡す。
2. 甲は、本件造作の引渡しが完了するまで、善良な管理者の注意をもって本件造作を保存する。
3. 本件造作の所有権は、乙による譲渡代金全額の支払いおよび甲による本件造作の引渡しの双方が完了した時に、甲から乙へ移転する。
第5条（契約不適合責任）
1. 本件造作は中古品であり、乙は、本件造作の状態、性能、使用年数および別紙に記載された故障・不具合を確認したうえで、これを譲り受ける。
2. 甲は、本件造作について、修補、代替物の引渡し、代金の減額、損害賠償、契約の解除その他の契約不適合責任を負わない。
3. 前項の規定は、甲が契約不適合に当たる事実を知りながら乙に告げなかった場合には適用しない。
第6条（賃貸人の承諾および賃貸借契約）
1. 本契約は、令和 [〇] 年 [〇] 月 [〇] 日までに、乙と本件店舗の賃貸人との間で新たな建物賃貸借契約が締結され、かつ、賃貸人が本件造作を本件店舗内に残置した状態で引き渡すことを承諾することを停止条件として効力を生じる。
2. 前項の期限までに同項の条件が成就しなかった場合、本契約は効力を生じないものとし、甲は乙から受領した金銭を無利息で速やかに返還する。ただし、条件が成就しなかった原因が乙の責めに帰すべき事由による場合の取り扱いは、甲乙協議のうえ定める。
第7条（リース物件等の取り扱い）
1. 店舗内にあるリース物件、レンタル物件、貸与品その他甲以外の第三者が所有する物件は、別紙に明記されたものを除き、本件造作の譲渡対象外とする。
2. 甲は、前項の物件について、引渡日までに自己の責任と負担で契約の解約、清算および撤去を完了する。
3. 乙が前項の物件に関する契約を引き継ぐ場合は、当該物件の所有者または契約相手の事前の承諾を得て、所定の手続きが完了することを条件とする。
第8条（許認可等）
1. 飲食店営業許可その他の行政上の許可、認可、届出上の地位は、本契約による譲渡対象に含まれない。
2. 乙は、自己の責任と負担において、本件店舗における営業開始に必要な許可、認可、届出その他の手続きを行う。
第9条（残置物の撤去）
1. 甲は、本件造作および乙が引き継ぐことを書面で合意した物品を除き、自己が所有または管理する物品、廃棄物その他の残置物を、引渡日までに自己の責任と負担で撤去する。
2. 引渡日後に甲の残置物が発見された場合、乙は甲に対し相当の期間を定めて撤去を求めることができる。甲が当該期間内に撤去しないときは、乙は当該残置物を処分し、その費用を甲に請求することができる。
第10条（解除および損害賠償）
1. 甲または乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて是正を求めたにもかかわらず、当該期間内に違反が是正されないときは、本契約の全部または一部を解除することができる。
2. 甲または乙は、相手方に差押え、仮差押え、破産手続開始の申立て、支払停止、重大な虚偽説明その他本契約を継続し難い重大な事由が生じた場合は、催告をせずに本契約を解除することができる。
3. 本条による解除は、解除を行った当事者による損害賠償の請求を妨げない。
第11条（協議事項）
本契約に定めのない事項または本契約の条項の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は、法令および取引上の社会通念に従い、誠意をもって協議し解決する。
以上、本契約の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。
令和 [〇] 年 [〇] 月 [〇] 日
	譲渡人（甲）
住所： [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
氏名・法人名および代表者名： [　　　　　　　　　　　　　　　　]　印

	譲受人（乙）
住所： [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
氏名・法人名および代表者名： [　　　　　　　　　　　　　　　　]　印
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